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研修報告書
	所　　属　コメディカル　　職　種　作業療法士　　　　　氏　名　慶長　孝太

	期　　間　　平成23年7月13日　～　平成23年7月15日

	出張目的　第39回精神医学会参加の為

	出 張 先　札幌コンベンションセンター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


○全体の考察

今回の研修は精神科に関っている医療従事者が一堂に集まり実施されている学会であり、様々な職種が実施している試みについて聞き、学ぶことが出来た。今回、講演やシンポジウム、スライド発表、ポスター発表等、様々な発表を確認したが、特に感じたことは「多職種での試み」「チームでの関り」等、チーム医療に関する内容が多くあるように感じた。現在、多職種でチームを組み、チームとして一人の患者様に関っていくことが大切であると言われており、その内容が反映されているようにも感じられた。

　今後、多職種が一つのチームとなり、各職種がそれぞれの専門性を活かした治療を実施していく事で、早期介入・早期退院等の明確な治療効果が見られる事から、チームでの関りは重要となるものであり、より良い治療を行っていくには必ず必要とされるものであると考える。しかし、どの発表でも多職種との関りは難しいということを挙げており、実施の困難さが伺える内容も多かった。

発表にて効果が見られていたような試みをすぐに実践していくことは難しいと思うが、今回の研修の内容を活かしながら知識をさらに深めていき、今後の業務にて実践していくことができるように努力していきたい。

○プログラム毎の考察

○特別講演　精神保健福祉の新たなる展開

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長　　福田　祐典

考察

　今まで精神分野として、地域での関わりや様々な部分との連携、早期退院など、必要とされる要点が多く聞かれている状態ではある。これらを早期実現していくには、単に病院や施設での努力以外にも、地域にて生活している人の精神疾患やその治療に対する理解も必要になることから、周囲に対する影響力が大きい国の対応が必要になると考える。その為、今回の精神疾患を加え「5大疾病」となったという事で予測される、具体的な対策に期待していきたい。

今後の見通しとして、包括的なケアをしっかりと行う事も重要ということが話されており、イタリアのトリエステでの試みが話されていた。トリエステを含め、外国ではIHNが発展し、包括的なケアを行っていると挙がっていたが、それと比べると、日本では情報が共有されていないという問題点が挙がっており、包括的なケア実施にはまだまだ至っていない。病院内でのチームとしての連携はもちろん必要となることであるが、治療は病院内のみで行われるのではなく、退院し地域生活を送るようになってからも必要とされることであり、地域に移行してからのケアが不十分だと、再入院してしまうリスクが高くなることが考えられる。
　講演で話されていたように、見本として挙がっていたトリエステでの試みをそのまま同じようにやることは、地域生活や実情の違いなどもあることから、困難であることが考えられる。今回の講演を聴き、日本において今後期待されることや、見通しなどの内容が話されていた為、それらが実現されることに期待していきたい。
　

要旨

・政府内ですすめられている精神保健福祉に関する検討
　　厚生労働省はこれまで「４大疾病」と位置付けて重点的に対策に取り組んできたがん、脳卒中、心臓病、糖尿病に、新たに精神疾患を加えて「５大疾病」とする方針を決めた。

↓

４大疾病は２００６年に重点対策が必要な病気として基本指針に明記され、それを受けて都道府県が診療の中核を担う病院の整備や、患者数を減らすための予防策など、具体的な対策を立てた。

→新たに加わった精神疾患に対しても、今後具体的な対策が行われていくと予測される。

・精神医療の見通し
精神科医療の機能と連携についても、救急医療や専門的医療の機能や両者の連携も重要ではあるが、その他にも地域医療も重要であり、包括的なケアをしっかりと行う事も重要となる。

〈各国〉

IHN（“質の高い効率的な医療”の代表例。複数の医療機関が地域単位でグループ化した組織体。このIHNにより、地域住民は多様で総合的な医療・介護サービスを受けることが可能となる。）が登場し進化し、連続した継ぎ目のないケアや医療機関の連携や統合が見られている。

〈日本〉

国公立病院間ですら情報共有されていないのは異常に感じる。在宅療養診療所、病院として、患家に対する24時間の窓口として他の病院、診療所、訪問看護ステーション等、医療機関同士が、互いのメリットを出し合い連携をとりつつ、24時間往診、訪問看護を提供していく医療機関が求められる。

↓
イタリアのトリエステでの精神保健医療では、精神有床診療所、相談支援、24時間ミクロ救急、デイケア、外来、アウトリーチ、統合精神科病院、＋α実社会での適応訓練など地域中心とした試みが行われている。トリエステでの試みをすべて真似るようなことはできないが、地域の実情に応じた医療介護サービスの提供体制の効率化、重点化と機能強化が必要となる。
　

○シンポジウムⅢ　精神科におけるチーム医療

考察

　精神科におけるチーム医療というテーマでのシンポジウムであったが、一番印象に残った事は、Nrsをチーム医療のキーパーソンにしようとし、ある職のみがピックアップされ、他の専門職について触れられていないことや、精神科医療について全く触れられていない、正当な評価がされていない等の問題についてだった。

自分自身臨床経験はまだ少ない状態であるが、チームとして関わることで、退院促進などの明確な効果が見られていることから、重要性を感じており、今後効果を示していくことができるようにチームとしての関わりを充実させていきたいと考えている。そう考えてはいたものの、看護・コメディカル委員会の議論で精神科医療や他職種について全く触れられていない、正当な評価がされていないという問題が生じている事を知り、衝撃を受けた。

今回のシンポジウムの内容にて、精神科チーム医療についての提案が様々挙げられていた為、今後このすべての提案が実現されていくことに期待したい。また、自分自身まだまだ力不足ではあるが、明確な治療効果を示していく為にもチーム医療を発展させていきたいと考えている。まだまだ臨床経験も少なく、発言できる部分も少ないが、まずは様々な研修に参加しながら自分自身のスキルを高めるなど、自分ができることから行っていき、実現に向けて努力していきたい。

要旨
看護・コメディカル委員会の提案

　医療法人交正会精治療病院理事長・院長　　岩田　宗久
　　　看護・コメディカル委員会が精神科チーム医療に関して、1992年に中間意見、95年に委員会として提案をまとめてから、かなりの時間が経過している。この数年間の一連の議論では、Nrsをチーム医療のキーパーソンにしようとし、ある職のみがピックアップされ、他の専門職について触れられていないことや、精神科医療について全く触れられていない等の問題が生じている。そこで、日精協独自の精神科チーム医療を提案する目的で、平成22年5月より議論を重ね、意見を集約しガイドラインとして提案した。

1．精神科チーム医療の概念と目的
　　　定義「精神科治療に関わる各スタッフが共通理解のもとで治療目標を立て、情報を共有し、各々の専

門性を相互補完しながら協働して全人的医療アプローチをすること」
　目的「“疾患”と“障害”を併せ持つ病者に、医療・看護・援助・福祉等をバランスよく効率的に提

供すること」

2．精神科チーム医療の実践の条件
　　　　　①カンファレンスやミーティング、紙媒介あるいは電子媒介による意見交換等を活用した情報共有　

システムの構築
　　②人材の育成
　　③医師の「包括的指示」（法的な問題と保険診療上の問題はある）
　　④診療報酬での正当な評価

3．精神科チーム医療実践の具体例
　　1)急性期入院・早期退院支援
　　2)長期入院患者の退院支援
　　3)慢性難治療例の回復支援
　　4)身体合併症治療
　　5)訪問看護・訪問診療等のアウトリーチサービス
これらの事を実現させるには、現在実施しているチーム医療を再点検し、底上げを図る。そしてできる事から始めていく。

コメディカルを含めた精神科版新看護基準についての提案～精神科チーム医療の必要性

　医療法人社団爽神堂七山病院理事長・院長　　本多　義治
　　現在の看護基準：一般科、精神科共に、看護師、准看護師、看護補助のみの配置基準となっている。

　　　　　　　　　　→精神科で看護職員が行っている業務の中には、精神保健福祉士等のコメディカルの方が専門的な分野が多い。

↓

現状：配置基準以外でコメディカルスタッフが病棟の業務に携わっている事が多い。

諸外国では、看護職以外のコメディカルを配置基準に含めてチーム医療を行っている。

　〈ドイツの場合〉

　　　　　　　人員配置基準：急性期から慢性期までの患者様の状態に応じて、18種類の細かな病棟分類があり、

そのすべての病棟で臨床心理士、作業療法士、理学療法士、ソーシャルワーカーの配置が求められ

ている。

　〈日本の場合〉

　・入院基本料では：看護師、准看護師、看護補助のみ。

・特定入院料では：救急入院料病棟で精神保健福祉士2人。

精神療養病棟で精神保健福祉士か臨床心理技術者1人と作業療法士1人。

認知症治療病棟で精神保健福祉士か臨床心理技術者1人と作業療法士1人。

↓

　精神科医療においてコメディカルの役割はますます重要性を増す一方で、配置基準以外に各病院の努力で配置しているのが現状。この部分は診療報酬で評価されていない。

↓

長期在院者の社会復帰促進と早期対応のために、看護配置基準における看護人員の一部をコメディカルに置き換えて配置し、診療報酬上で評価する事が必要。

精神科チーム医療を実現させるための、あるべき政策・制度について

　医療法人卯の会新垣病院理事長　　新垣　元
　精神化領域でのチーム医療提供→専門職の員数や従事時間数に対して適切な診療報酬上の評価はされていない。

↓

どのような仕組みで評価すれば、安心してサービス提供を行う事ができるのかが論点となる。

〈チーム医療を診療報酬上で評価するためには〉

　アウトカム（何をどれだけ、どうしたら、どんな良い事が起きるのか、もしくは、どれだけの良い結果が予測されるのかを、精神科専門外の人々に説明し理解してもらえるか）が重要。

→表現が難しいのは事実であり、良い結果が望めないものについて予算をつけることは困難ではあるが、考えていく必要がある。

○スライド発表
○多職種と当事者を協働チームとして考えたグループアプローチ
～20年間閉鎖病棟に入院している当事者への支援～

　岡山県／財団法人慈圭会　慈圭病院
考察

　今回の発表を聞き、スタッフと当事者が共通の認識を持ち、人間関係を構築した上でアプローチを行えたことで、目標を達成知ることができていることから、人間関係を構築させることの重要性について実感する事ができた。

様々なアプローチを行っていくにあたって、発表にて効果が見られている様に当事者本人との人間関係の構築は重要となる物であるが、陰性症状による意欲の低下や興味の喪失、社会性の低下も影響し、すぐに効果が見られないことから、関係性を深めていくことは時間がかかり、難しいことである。しかし、長期入院の方が多くいる中、今回の発表のように20年入院している患者様に良い変化を起こすことができた事は、地域生活での実感を持たせることができる等、退院に対する意識付けになると考えられる。

クリニカルパスの導入など、早期退院が話されているが、その他にも今まで入院されてきた長期入院の方もいる為、長期入院の方に対する退院支援も必要になる。今回の試みのように、効果が見られている支援もあることから、今後の関わりにおいて、退院を意識させることができるような関わりができるように考えていきたい。

要旨
慢性期閉鎖病棟に長期入院している統合失調症の患者

· 陰性症状による意欲の低下や興味の喪失、社会性の低下から無為自閉的な生活を送ることが多い。

· 発病が若年であるほど社会性の獲得ができておらず、社会生活に支障をきたすことがある。

↓

集団へ参加できず、精神症状に没入し現実の生活に関心を持てなくなってしまう傾向にある。

↓

このような患者様に対し、社会生活への可能性を見出す為、多職種と当事者のグループによるアプローチを実践し、変化が見られたので報告する。

　〈プログラムの目標〉

当事者：茶髪にしてマクドナルドに行きたい。

多職種：病気と健康な部分を理解し、潜在能力を引き出すきっかけを作る。

多職種メンバー：OTRとPSWは固定。その他にNs、CW、看護補助のいずれか1名。計3名。

活動方法：週１回１時間、自由な空間と当事者にわかりやすい活動を提供し、活動の自己決定を重視してく。終了時には参加メンバーでの振り返りの時間をとり、記録に残し、用紙は当事者に管理とした。

・共通の認識を持って関わっていくことができるように、

1 アプローチ内にて時間の共有を心がける。

2 相互交流を図る。

3 カンファレンスでの情報の共有をしていく。

4 継続できるメンバーで実施する。

という事を徹底して実践していく。

1年間実施後：コミュニケーション能力の向上、幻聴による行動化の減少、主体的な参加が見られ、

当事者が目標としていた院外への外出も達成する事ができている。

↓
　目標達成の要因は、スタッフと当事者が共通の認識を持ち、人間関係を構築し人間関係を構築した上でアプローチを行えたことと考える。この活動を通し、当事者に残存している能力をスタッフも理解し、共有することによって、長期入院患者にも変化が起こせるという事が示唆される。

○精神疾患患者への身体機能に対する医療―リハビリテーションを中心として―

　熊本県／医療法人杏和会　城南病院　

考察

　今回の発表を聞き、精神的変動を抑え身体リハビリテーションを進めることで、FIMが向上し、退院先の割合の変化に繋がったという効果が見られていることから、心身両面からの治療についての重要性を感じた。

今現在、身体リハビリテーションにはあまり関わっていないが、歩行が不安定な方に対する歩行訓練など、作業療法士として関わることができる分野である。また、高齢化が進むことで、転倒予防が必要となる患者様が多くなることが予測されることから、今後必要となることであるとも考えられる為、今回の内容のように、心身両面からアプローチしていくことができるように考えていきたい。

要旨

当院は急性期精神科病棟や回復期リハビリテーション病棟を有しており、身体・精神双方の専門的治療を提供している。

↓

精神・身体双方に問題があり一般精神病棟での対応が困難な方の紹介を受けるケースが増えている。精神疾患を有する患者の入院前後の生活機能の改善状況、今後の課題について報告する。

　

精神疾患患者の治療成績

　　対象：身体リハビリテーションを実施した精神疾患を有する患者様20名

　　　　　内訳　統合失調症60％　鬱病26.6％　その他13.4％

　　　　　疾患別　廃用症候群7名　運動器系9名　脳血管系4名

内容：身体リハビリテーションを実施しながら、薬物療法を中心に、OTと心理を実施しながら精神面へのアプローチを実施。

治療期間：平均85.7日。

退院先：自宅と一般病院の割合は変わらない。精神化病院は減少し、施設の割合が増加している。

FIMの変化：入院時の72.1点から退院時に88.5点となり、運動・認知各項目、共に向上している。

結果：

当院の特色である心身両面からの治療を実施するにあたり、精神的変動を抑え身体リハビリテーションを進められた事で、3ヶ月の入院期間でFIMが向上し、退院先の割合の変化に繋がった。

今後は院内各部門および周辺医療機関と更なる連携を図り、患者が生活する地域の中でよりスムーズに支援できるパスの確立が必要と考える。

○SDMクリニカルパス導入と在院日数の変化
　愛知県／医療法人静心会　桶狭間病院藤田こころケアセンター
考察

　今回の発表を聞き、他職種間の情報共有ができていることや、患者自身も治療に参加している自覚があり、協力を得られやすくなった等の効果が見られ、退院促進へと繋がっていることから、クリニカルパスの重要性を再確認すると共に、実施の難しさを実感した。

クリニカルパスの導入は、介入時期や、その時期にあった支援内容など、明確化されていない部分もあることから、難しいものであると考える。しかし、発表で言われている様に統一した支援が行えるようになることや、退院促進につながったなどの明確な効果も見られている。

今現在病院内でクリニカルパスの作成について話し合われ、導入している状態である。作業療法士として関わる部分についても、まだ明確化されていないこともあることから、今後改良が必要になるが、今回の発表を参考にしながら、作業療法士としてクリニカルパスにどのように関わっていけるのか考えていきたい。

要旨

　精神科領域においてはクリニカルパスの導入が進んでいない。

理由：精神疾患の症状の変化に個体差があるため横軸の時間軸が決めにくい。

職種の充足具合に差がある。

↓

当院の救急病棟において、急性期統合失調症患者を対象にアドヒアランス（患者が積極的に治療方針の決定に参加し、その決定に従って治療を受けること。）を向上し、健康上の転帰および患者満足度が向上するSDM（治療方針の決定の際、医師が選択肢をあげてあくまで患者に治療を選ばせるという方法。）の理論を取り入れたパスを導入した。

今回このパスを効果的に実施することができ、在院日数に変化がみられたため報告する。

　方法：

· 多職種でワーキンググループを設置し、縦軸を職種別、横軸を全国救急病棟平均在院日数の70日

に合わせてパスを作成。

　・　救急病棟に入院した統合失調症新規入院患者を対象にパスを導入し、治療を実施していく。

　・　パスを導入者の退院までの入院日数を導入前の平均在院日数と比較する。

　結果：救急病棟におけるパス使用前の2ヶ月の平均在院日数は54日。

　　　　パスを実施した患者様14名中

　　　　　　70日以内に退院　8名→平均入院日数44日

　　　　　　71日～80日までに退院　3名

　　　　　　90日以上　2名

　　　　　　中断者1名

今回パスを実施することで、

①他職種間の情報共有ができ、統一した支援が行えるようになった。

②目標が明確化し空白な時間がなくなり退院促進に繋がった。

③患者自身も治療に参加している自覚があるため協力を得られやすくなった。

↓

今後も対象患者を増やすことで完成度をあげ、チーム医療を促進することで、退院促進、在院日数の短縮に繋がると考える。

○急性期治療病棟における患者・家族参加型多職種カンファレンスのあり方

～患者・家族にとっての参加意義～

　三重県／社会医療法人居仁会　総合診療センターひなが
考察

　この発表では、患者・家族参加型のカンファレンスについて発表しており、患者・家族が参加し、支援内容を確認する当院の地域復帰支援検討会に近いものを感じた。

アンケート結果にも見られている様に、患者・家族が治療に参加し、協働意識を持っていくことが有意義であった共通項目となっており、それらの意識を持つことで、共通の目標に向かっていくことができることから、治療に対する理解も深まっていくことが考えられる。

また、発表にもあるように、患者・家族にとって有意義であったと感じる内容はすべて同じではなく、それぞれ必要性を感じている部分も違う為、そのことを意識し、参加した患者・家族が有意義であったと感じることができるような専門性を持った関わりができるように努力していきたい。

要旨

　当院では、看護師が中心となり、退院の見通しがつかない人や、入退院を繰り返している人を対象に、家族が治療参加できるように、「患者・家族参加型多職種カンファレンス」を実施している。

本研究では、患者、家族にとっての多職種カンファレンスの参加意義について報告する。

実施内容：多職種カンファレンスに参加した患者・家族4組に対して、インタビューを実施。

　　　　　内容で「有意義であった」と表現した意見に着目し、データを分析する。

結果：

多職種カンファレンスに参加した患者。家族が有意義であったと感じた項目は、以下のカテゴリーに分類された。

〈患者〉治療参加と協働意識の向上、自己洞察の機会、自己課題の設定と明確化、思い表出の機会、

専門職による教育・指導の保障

〈家族〉多職種連携サポートによる安心・信頼の医療、患者の疾患・対処法への理解、患者理解の深化、

　　　　治療参加と協働意識の向上

患者・家族の共通項目は、「治療参加と協働意識の向上」であった。

　　　　　　↓

患者・家族にとってのカンファレンスは、

1 思いの表出と意向の確認、

2 多職種や家族のサポートを実感でき、専門職の助言が得られ疾患教育になる

などのことが、有意義であった要素になると考える。

今後として、例数を加えていき、患者・家族にとって安心と信頼ある医療提供ができた多職種カンファレンスを運営していきたい。

○当院におけるスポーツ系OTプログラムの改革

～転倒予防と主体的体験を目指した取り組み～

　茨城県／医療法人露水会　土浦厚生病院

考察

　今回の発表を聞き、プログラムの改革は、患者様のためにやる事であり、それらを治療者のみで考えていることが多かったが、改革の過程を患者様と共有することでスムーズな移行が実現できたということから、患者様への説明、動作の体験、活動を試作するなど、改革の過程を患者様と共有することの重要性を確認する事ができた。

統合失調症の方は環境の変化に適応に時間がかかるという事がある為、プログラムの内容を変更した際など、その部分に十分注意する必要がある。今回の発表にて、患者様と変更点を話し、実際に体験してもらいながら変更していくことで、スムーズな移行が実現できたということは、現在の作業療法場面でのプログラム変更に活用する事ができると考える。

作業療法士としてプログラムを行っていくにあたって、実施する責任や、効果の提示など、求められる事は多くある。今回の試みはプログラム改革の有効な手段であると考える為、今後利用できる場面があれば実践し、患者様が満足できるプログラムを提供していきたい。

要旨

　当院で実施していた従来のスポーツ系プログラムでは、随時安全性に考慮した修正を行うが、転倒事故が続いていた。そこで、患者様を交えた改革を実施し、新たなプログラムを導入した。

　改革の方針：転倒予防に配慮したプログラムを導入し、その一連の過程が、患者様にとって受身的に愛着のある活動を失う体験ではなく、主体的に新しい活動に関与する体験となることとしている。

方法：OTの枠内でグループワーク中心のプログラム改革を実施し、見直しの経緯の説明、体力測定や患者様が危ないと思う動作の体験、新しい種目の試作などを順次に行なっていった。

↓

改革による変更点として、競技中の転倒予防の為に、競技種目に「見上げない、後ろ歩きをしない、スタッフが一対一で付き添える」という条件をつけ内容を変更した。毎回の転倒予防運動（片足立ち練習等）を追加し、定期的な体力測定を導入。

結果：転倒事故件数は改革前4件／年→改革後1件／年

　　　実施内容の変更によるプログラム変更希望者は無く、参加者は増加している。体力測定の結果には大きな変化は見られていない。

　

今回の変更はプログラム内での転倒予防に効果を発揮していると考えるが、明日の転倒予防の意味では、さらに工夫が必要となる。

→患者様の能力、状況を把握した上で、今後の対応を検討していく。

今回はプログラム改革の過程を患者様と共有したことで、スムーズな移行が実現できたと考える。

→ただ、患者様の視点に立つと、時代の変化や加齢などにより、我々が知る以上に愛着のある活動ができなくなっているかもしれない。

今回の経緯は、スタッフにとって定番化したものを変える手法を学ぶと共に、患者様にとっての活動の意味についてさらに深く考える機会ともなった。

○慢性期閉鎖療養病棟における体力作りの取り組み～看護師と共に～

　静岡県／医療法人社団澤記念会　神経科浜松病院
考察

　今回の発表を通して、病棟看護師が主治医と相談し薬物調整の依頼をするなど、作業療法士として関りきれていない部分を看護師と相談して関り、効果を提示していることから、多職種での関わりの重要性を再確認する事ができた。

作業療法士のみでは、できることも限られてしまう。他の職種と協力しそれぞれの専門性を活かしたアプローチを行う事で、多面的なアプローチをすることができることから、よりよい治療効果を出すことができると考えるが、それも簡単なことではない。

自分自身臨床経験も少なく、できることはまだ少ないかもしれないが、普段の作業療法場面や、検討会などの様々な場面における情報提供など、すぐに実践できる事もある為、作業療法士としての専門性を活かした関わりができるように、努力していきたい。

要旨

　当院の精神療養病棟：年々転倒の事例が増加し、外傷・骨折などの重篤な合併症も見られる。
↓
閉鎖的な環境の中、老齢化、慢性疾患の悪化など、患者様の体力作りは今後ますます必要とされることから、作業療法士と病棟看護師が協力して体力作りに取り組んだ。
　〈方法〉

転倒予防として、病棟看護師と相談しながら以下の試みを実施。

ラジオ体操：患者様からの訴えもあり、月曜から土曜毎朝行っている。

歩行練習：病棟看護師とOTRが相談し、重点的な練習が必要な患者様に対し、OTRが個別で歩行訓練を行う。実施後は病棟に報告し、日常生活の中でも行える動作の助言をする。

薬剤調整：病棟看護師が主治医と相談し、患者様の状態に合わせ、向精神病薬、睡眠導入剤などの調整をお願いする。

結果：症例Ａ　車椅子介助から歩行器導入での見守り歩行が可能になる。

症例Ｂ　精神症状が安定せずに歩行訓練導入が困難であったが、

粘り強い声掛けにて車椅子押して歩行できるようになる。

→わずかではあるが歩行可能になるなどの変化が見られている。

要因として、

1 OTRだけでなく、病棟看護師と協力し、情報交換を密に行なった。

2 病棟看護師発信による薬剤調整。

3 歩行訓練は一日一回で終わリではなく、病棟の生活の一部として行えるように工夫し、病棟看護師に伝え、食事やトイレ誘導時など、日常生活でくり返し行えるようにした。

　　　　　　　↓

見守りを要するが、歩行可能になるまでになった。

今後の課題として、杖やシルバーカー、車椅子の有効活用。靴下、靴の選択などの環境面の工夫。病棟スタッフと継続した実施が必要であると感じた。

○認知機能向上に焦点を当てた作業療法プログラムに関する一考察

　北海道／医療法人盟侑会　島松病院　社会復帰療法科

考察

　統合失調症においても認知機能の低下がみられることはよく言われているが、今回の発表では、行動の経過を振り返る習慣を獲得することや、行動計画の立案が可能になったという効果を挙げていることから、認知機能全般ではなく、遂行機能をメインとして考えているように感じた。

認知機能にはその他にも記憶や注意など様々な項目があるが、今回の発表において、効果が見られなかった症例がいるなど、同じ方法を用いてもその効果に変動が見られることから、アプローチしていくことは難しいことであると考える。

記憶や注意、作業遂行などの認知機能は一般的な生活を行うにあたって必要となる技能であり、それらの技能の獲得や向上は、全般的な生活技能の向上に繋がると考える。その為、難しい内容ではあるが、今回のような試みを参考にしながら、認知機能の重要性を考えアプローチしていきたい。

要旨

　精神科病院に長期入院中の統合失調症患者を対象に、認知機能向上のためのプログラムを行った。

本プログラムは、作業療法場面において計画の立案・実行・評価という過程を創作活動、調理、なぞり字の中で行うものであり、患者の能力の変化を精神障害者社会生活評価尺度（LASMI）を用いて定期的に評価した。

〈方法〉

1 自己観察を目的とし、作品を通した行動の振り返りを行った。

2 ①から3ヵ月後　作業遂行計画の立案訓練を目的とした簡単調理教室を実施。

3 ①から5ヵ月後　注意・集中力の向上、場面把握能力の向上を目的とし、なぞり字などの能力トレーニングを実施。

4 上記プログラムと並行して、LASMIを用いた定期的評価を実施。

　　　　　　　↓

LASMIの課題遂行部門では、対象者6名中4名の成績が向上

成績が低下した2名についても、平均点以上の成績を維持する結果となっている。

〈遂行機能が向上した要因〉

1 対象者に自己観察を促したことで、行動を振り返る事ができ、行動の成因を検討することができるなど、行動の経過について振り返る習慣を獲得した。

2 注意・集中力の向上にも強く焦点を当てたことにより、学習に基づいた行動計画の立案が可能になった。

一方、成績が低下した要因としては、自己観察の結果を言語的に表現することが不得意な対象者には負荷が大きく、作業意欲が低下したこと、試験的な外泊による病状の悪化が影響したものと考えられる。

○ポスター発表

○運動療法の精神面への効果を参加者の発言から考える

　北海道／特定医療法人朋友会　石金病院　

考察

今回のポスターを見て、運動療法を行う事で、運動のみの効果でなく、運動を行う事により生じる気をそらす効果などの精神面への作用も見られるという事を実感する事ができた。

今まで身体面へのリハビリテーションの経験も少なく、あまり深く考えることがなかった内容ではあるが、精神科に従事していても、歩行が不安定な方に対する歩行訓練や、転倒予防の為の運動など、身体的なリハビリテーションが必要となることがある。精神科に従事しているということは、身体面へのアプローチが必要な場合でも、精神面に問題を持っている方も多くいる事から、精神面への働きかけを十分考えていく必要がある。

今後運動面へのアプローチが必要とされた場合は、運動の効果を考えた身体面へのアプローチをしながら、運動を行う事により生じる精神面への作用も考え、アプローチできるように努力していきたい。
要旨

　最近精神科領域において運動療法が注目されつつある。

当院の作業療法においても運動療法を実施しているが、減量を目的としたものが主である。本報告は減量を目的とした運動療法の経過の中で、精神面への効果を伺わせる発言が観察された患者様1名を取り上げたものである。

症例：

・発達、知的レベルが低い

・意にそぐわないことがあると、大声をあげたり、泣いたりすることがある。

・特定の男性職員を独占しようとする言動がある。

　　　　　　　↓

そのような症例に、減量目的としての運動療法を開始。

自発的に参加し、表情よく取り組まれており、不機嫌な状態で開始しても、終了時には落ち着いている。

　

〈運動療法実施後の生活場面での変化〉

「感情の乱れが少なくなった」「笑顔が増えた」「運動の結果を話すと前向きに考える」「生活リズムがでてきた」などの変化が、病棟スタッフより聞かれている。

　結果：

1 運動は、数字や具体的な結果がつきものであるため、努力の成果が一目瞭然であり、有能感・達成感の体験につながった。

2 今回の運動療法は、知的作業がなかったことで、本症例は不安なく参加できたため、居場所・生活のハリの獲得につながった。

3 運動の気をそらす効果において、ストレスの発散につながったなどの要因があったことで、本症例の効果が見られた。

以上のことから、本報告の運動療法は、それ自体の効果と、運動の作用により、精神面を安定させることができると思われた。今後は減量を目的とした運動療法の中でも、開始時から精神面への効果を意識していきたい。

○当院における外来作業療法への取り組み

～アンケートをもとに今後の方針と課題を考える～

　北海道／特定医療法人社団慈藻会　平松記念病院

考察

　このポスターは外来作業療法での取り組みということで、今現在関っていない分野の内容であり、知らない部分が多くある内容である。退院後の地域生活での関りを考えると、作業を介した日常生活支援や、症状悪化予防の為の活動の提供など様々な支援が可能である事から、今後必要となる領域であると考えている為、興味深い内容であった。

発表者の病院では、疾患を限定した教育的アプローチ、明確な目的のプログラム、各ニーズに合わせた外来患者向けのプログラムを開設する等の試みを行っており、それぞれに効果が見られている事で、OTの満足度が高くなる結果になっていると考える。

患者様から高い満足度のOTを提供していくことは、治療者自身のスキルやプログラムの内容、実施環境など様々な要因があり、それぞれにおいて高い満足度を示していくことが必要と考えるが、実現することは難しいことである。しかし、作業療法士として治療を行っていくには、効果を示す必要があり、治療を行っているという責任も生じている為、病院においてもより良い作業療法を提供していけるように自分自身のスキルを磨き、プログラムの整備や環境整備など、努力していきたい。

要旨

　今回、外来OTに対する利用者のニーズを含めた現状把握と今後の質の向上に役立てる事を目的とし、OTの満足度、目標の達成度等を問うアンケートを基に調査を実施した。

〈現状〉

2003年より開始された外来OTの参加率は、年々増加傾向にある。

増加の要因としては、以下の点が考えられる。

1 啓蒙活動や、当院に急性期病棟が開設されて退院後もOTを継続するケースが増えた。

2 若年層の利用も多く、デイケアと異なり、短時間で主体的なプログラムの選択が適する事が多い

3 疾患を限定した教育的アプローチ、明確な目的のプログラム等、各ニーズに合わせた外来患者向けのプログラムを開設した

アンケート結果

· OTの満足度が90%、目標達成度は良いという評価が82%を占める結果であった。

· 「まだ可能性がある」「当初の目標よりは向上したがさらに欲が出てきた」との意見が挙がり、具体的に「会話が上手になりたい」「色々な事が知りたい」とのニーズが聞かれた。

↓

アンケートから外来利用者は満足している方が多いが更なる目標達成を目指しているという事がわかった。

外来OTという限られた時間の中ではあるが、定期的なアセスメントや具体的なニーズの聴取等の関わりによって、利用者の目標達成に向けた対応方法を継続的に見直す事が重要と考えた。また、外来OTは利用者の地域生活支援のツールとしても大きな力となる可能性を感じた。

○スーパー救急病棟における作業療法士の役割～入退院者の統計と今後の展望と課題～

　北海道／医療法人社団　旭川圭泉会病院

考察

　スーパー救急における作業療法士の役割という事で、精神科作業療法として関る事をあまり聞いた事がない内容である為、興味深い内容であった。

ポスター発表での病院では、病室や病棟ホールの様子であったり、指示箋前でも参加できるよう週1～2回の病棟内活動を実施し評価導入の検討材料としているとのことだった。ポスターでの試みでは、病棟での情報収集や評価の検討を行うなど、作業療法導入前から患者様の状態を理解できる事から、入院時からの早期介入の為には、非常に有効な手段になると考える。しかし、ポスターにもあるように、活動だけの介入には限界があり、情報不足、新規患者導入に追いつかない場面もあるとのことで、課題も多くあることが感じられた。

クリニカルパスの導入が進み、早期退院が話されていることから、早期介入は治療において必要とされる事であると考える。今回の試みを覚えておき、臨床現場にて活用していく事ができるように努力していきたい。

要旨

スーパー救急病棟の概要

病床数：60床

スタッフ：病棟担当医師4名、看護師30名、精神保健福祉士2名、臨床心理士1名、作業療法士2名。入院患者年齢統計：平均約50歳、10代中盤から90代の方までが入院。

疾患別：約5割の方が統合失調症。その他としてうつ病や認知症、アルコール依存症などが続く。

平均入院日数：57.7日。

→3ヶ月での在宅移行率76.0%、3ヶ月以内の再入院率が11.56%となっており早期治療介入の有効性を示している。

OTの役割

〈作業療法導入前〉

・情報収集として連日の申し送り参加。

・週1度のカンファレンス実施。

・病室や病棟ホールの様子であったり、指示箋前でも参加できるよう週1～2回の病棟内活動を実施し評価導入の検討材料としている。

〈作業療法導入後〉

・何度か活動に参加して頂き面談を実施。緊張や不安、コミュニケーション能力など評価を行いつつ目標の設定や参加プログラムを検討している。

　

〈新たな試み〉

・3ヶ月内に約7割の方は自宅や施設への退院が見られる。その中で新たな試みとして施設への退院前訪問にOTRも同行。施設職員や患者様、他職種にOTRからの視点を伝えている。

　　→実施件数は決して多くはなく今後の課題として挙げられる。

↓

限られた入院期間の中で多くの患者様のニーズに答えつつ、個として関係性を形成するのは容易ではない。

今後の課題　

1 自宅や施設へ退院している約7割の方以外に約3割の方は転棟している。

→各病棟のOTがスムーズな関わりが行えるよう、より詳細な情報伝達が必要である。

2 活動だけの介入には限界があり、情報不足、新規患者導入に追いつかない場面もある。

→個別的関わりであったり、退院後地域へ向けて更なる働きが課題として挙げられる。
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